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本稿は平成24年度税制改正大綱(平成23年12月10日閣議決定)をベース 

に、平成24年２月28日現在明らかになっている情報に基づいて執筆してお 

ります。したがって、今後法令の詳細が明らかになった場合、記事内容と 

相違が出る可能性がある点を予めご了承下さい。 

(１) 給与所得控除の見直し 

概算経費である給与所得控除が見直され、青天井の給与所得控除額が、 

改正後は給与収入金額1,500万円超で245万円が上限とされます。 

①給与所得控除の上限設定 

その年中の給与等の収入金額が1,500万円を超える場合の給与所得控除額 

については、245万円の上限が設けられます。 

＜給与所得控除の見直しのイメージ＞ 

(参考:平成23年度税制調査会会 議資料) 
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②特定支出控除の見直し 

給与等の収入金額から控除できる特定支出について以下の通り見直しが 

行われます。 

イ 特定支出として認められるものに以下の支出が追加されます。 

(ｲ) 職務の遂行に直接必要な弁護士、公認会計士、税理士、弁理士等 

の資格取得費 

(ﾛ) 職務の関連のある図書購入費、職場で着用する衣服費、職務に通 

常必要な交際費(勤務必要経費:65万円が上限) 

ロ 特定支出控除の適用判定･計算方法の見直し 

その年の特定支出の金額が次の区分の金額を超える場合には、その 

超える部分の金額を給与所得控除額に加算することができることとさ 

れます。 

その年中の給与等の収入金額 勤務費用の概算控除 

1,500万円以下の場合 
その年中の給与所得控除額の 
２分の１に相当する金額 

1,500万円を超える場合 125万円 

※現行の条文は特定支出の合計額が給与所得控除の金額を超える場合に、 

その超える部分の金額を給与所得控除後の金額から控除した金額を給与 

所得の金額とすることとなっています。 

●適用期日等:平成25年分以後(所得税)､平成26年度分以後(個人住民税) 

給与所得控除×1/2又は125万円に改正 

なお、平成23年度税制改正大綱にあった｢役員給与等に係る給与所得控除 

の見直し｣については｢税率構造を含む改革の方向性を踏まえ、引き続き 

検討｣することとし、今回は記載が見送られています。 
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給与所得＝ 

給与等の収入金額－給与所得控除－(特定支出合計額－給与所得控除) 
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